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指標 単位 

基準値 目標値 

2018年度 

(平成30年度) 

2025年度 

(令和7年度) 

2030年度 

(令和12年度) 

国民健康保険税収納率  ★ ％ 71.80 72.50 73.00 

後期高齢者医療保険料収納率 ★ ％ 98.46 98.70 99.00 

介護保険料収納率  ★ ％ 95.34 95.50 96.00 

一人当たり医療費  ★ 円 424,522 472,000 508,000 

後発医薬品※１使用割合   ★ ％ 77.20 78.60 79.60 

 

 

 

 

赤穂市地域福祉計画 
赤穂市国民健康保険特定健康診査※２等実施計

画 

赤穂市国民健康保険保健事業実施計画 

（データヘルス計画） 
赤穂市健康増進計画 

 

 

 

  

項目 主要な取組 

１ 医療保険制度の適正な運営 

◇生活習慣病の発症・重症化予防のための保健事業の充実 

◇医療費適正化対策の推進 

◇被保険者の立場に立った納付しやすい環境整備 

２ 福祉医療費等助成制度の適切な運営 
◇福祉医療費等助成制度の周知 

◇県および関係部署と連携した適切な助成の実施 

３ 生活保護制度の適正な運営 
◇生活保護制度の周知 

◇生活保護法に基づく適正な保護の実施 

４ 国民年金制度の理解促進 

◇国民年金の各種制度の周知 

◇年金相談(姫路年金事務所出張相談、社会保険労務士による

年金相談)の利用勧奨 

関連個別計画 

施策の展開 

目標指標 

※１後発医薬品……ジェネリック医薬品とも呼ばれ、先発医薬品の特許が切れた後に販売される、先発医薬品と同じ有効成分や効果を持つ安価な医薬
品のこと。 

※２特定健康診査…40歳から74歳の人を対象に、加入している健康保険組合等（医療保険者）が実施するもので、生活習慣病の前段階といえるメタボ

リックシンドローム（内臓脂肪症候群）を予防・改善するための健康診査。 
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安心  誰もが健やかに暮らせる安心と安全のまちづくり 

（1）誰もが安心して暮らせる地域社会の構築 

⑤社会保障制度を適切かつ健全に運営する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

国民健康保険制度・後期高齢者医療制度の適正かつ安定的な運営を推進するとともに、市民一

人ひとりの主体的な健康づくりを支援することにより、生活習慣病の予防に取り組むなど、医療

費の適正化に努めます。また、今後も安心して医療を受けられるよう福祉医療費等助成制度の適

正な運営に努めます。 

市民が健康で文化的な生活を営めるよう、生活保護制度の周知と適正な運営に努めるととも

に、安定した生活を送ることができるよう支援します。 

日本年金機構等の関係機関と連携しながら、国民年金制度に対する正しい理解と関心を深め、

制度改正についても理解を得られるよう周知を図ります。 

 

  

施策の方針 

◆医療保険制度は、市民のいのちと健康を保つ制度として安定的に運営していくことが必要です。 

◆国民健康保険制度は、被保険者の高齢化や医療技術の高度化に伴って１人当たり医療費が増

加傾向にあり、事業運営は厳しい状況が続くものと見込まれるため、財政運営の安定化を推

進していくことが必要です。 

◆制度改革に的確に対応するとともに、国民健康保険税・介護保険料および後期高齢者医療保

険料の収入確保が必要です。 

◆被保険者の生活の質の維持および向上を図り、医療費の伸びを抑制する観点から、生活習慣

病※１の発症や重症化を予防する取組が必要です。 

◆福祉医療費等助成制度の持続可能な制度運営により、障がいのある人やひとり親家庭等の

健康保持と福祉の増進を図っていくことが必要です。 

◆高齢化等により自立が困難な被保護世帯への適切な支援が必要です。 

◆生活を支える年金制度を安定させるため、制度に対する理解の促進に努めることが必要です。 

現状と課題 

※１生活習慣病…食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の生活習慣が、その発症・進行に関与する疾患群。 




